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○氏　名　　佐藤　飛翔（さとう　かける）
○所　属　　総務部
○出身地　　岩見沢市
○趣　味　　読書、映画鑑賞

　4月から総務部に配属となり勤務させていただくこととなりまし
た佐藤飛翔と申します。初めてのことも多く、ご迷惑をお掛けする
かと思いますが、中央会の職員としていち早く業務に取り組んでい
けるよう努めて参りますのでどうぞよろしくお願いいたします。

○氏　名　　山本　準基（やまもと　じゅんき）
○所　属　　連携支援部
○出身地　　旭川市
○趣　味　　外食

　4月から連携支援部に配属となり勤務させていただくこととなり
ました山本準基と申します。
　ご迷惑を多々お掛けするかと思いますが、一日でも早く戦力に
なれるよう精進いたします。どうぞよろしくお願いいたします。

新入職員紹介新入職員紹介



1　日　　　時　令和5年8月2日（水）午後2時から
2　場　　　所　ホテル札幌ガーデンパレス　2階「丹頂」
3　プログラム
　 ⑴大　　会　前大会決議に関する要望活動状況報告
　 　　　　　　提出議案説明
　 　　　　　　議案採択
　 　　　　　　決議実行協議
　 ⑵表　　彰　北海道中小企業団体中央会会長表彰
　 ⑶記念講演　テーマ　未定
　 　　　　　　講　師　札幌新陽高等学校　校長
　 　　　　　　　　　　ウィーシュタインズ株式会社　代表取締役
　 　　　　　　　　　　　赤司　展子　氏
　 ⑷懇親パーティー

※記念講演テーマについては、決まり次第本誌にてお知らせします。

❖ 令和5年度  中小企業団体全道大会のお知らせ ❖

　第75回中小企業団体全国大会は、全国中央
会と宮城県中央会の主催により、仙台市にお
いて次のとおり開催されます。

※�本会では、全国大会の日程に合わせてオリジナ
ルツアーの催行を企画しています。

　�詳細は、決まり次第本誌にてお知らせします。

1　日　　　時　令和5年10月11日（水）
　　　　　　　  午後2時から
2　場　　　所　仙台国際センター　展示棟
　　　　　　　 （仙台市青葉区青葉山無番地）
3　プログラム　⑴　祝　　辞
　　　　　　　  ⑵　議　　事
　　　　　　　  ⑶　表 彰 式
　　　　　　　  ⑷　大会宣言

❖ 第75回  中小企業団体全国大会のお知らせ ❖
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　本会では、予期せぬ感染症の流行や多発する自然災害、加えて働き方改革や物価高騰対策、法改正等の制
度変更など、経営に大きな影響を与える以下の環境変化への対応に取り組む中小企業組合及び組合員に対し、
専門家を派遣して支援します。

分類 取組

コロナ影響克服関連
新型コロナウイルス感染症により経営への影響を受け、資金調達や経営改
善等の課題、給付金、助成金等の申請など克服するための組合又は組合員
の取組。

働き方改革等関連
時間外労働の上限規制や同一労働同一賃金の導入、職場におけるハラスメ
ントに関する法規制の強化など雇用・労働に関する事業主の義務に円滑・
適正に対応するための組合又は組合員の取組。

事業継続力
強化計画等関連

多発する自然災害や未知の感染症の流行など、経営に打撃を与える様々な
リスクに備えるために、国が認定する「事業継続力強化計画」や「BCP（事
業継続計画）」の策定・導入等を行うための組合又は組合員の取組。

SDGs関連
「SDGs（持続可能な開発目標）」が世界共通の目標となり、企業の役割が重
視され、企業主体の目標達成が期待されていることを受け、中小企業・小
規模事業者がSDGsを理解し、実行するための組合又は組合員の取組。

カーボン
ニュートラル関連

温室効果ガス排出量の削減等を目的とする「カーボンニュートラル宣言」
や北海道の「ゼロカーボン北海道」の推進に向けてカーボンニュートラル
を理解し、事業活動の一環として対応しようとする組合又は組合員の取組。

物価高騰対策関連
エネルギー価格や原材料等の物価高騰の影響を受けている中小企業・小規
模事業者が、資金調達や経営改善等の課題に早急に対応できるよう、講習
会の開催や専門化派遣による個別支援等を行う。

その他の経営環境
変化関連

法律・制度の改正など様々な経営環境変化の課題に対応するための組合又
は組合員の取組。

※�上記の取組には、組合員への周知・啓発等のための組合が開催する講習会等も含まれます。この場合は、組
合のみが対象です（組合員は申請できません）。また、この場合の派遣回数は1回となります。

■派遣期間・回数
　派遣決定から令和6年3月22日（金）までの期間でおおむね2回
　※1回あたりの派遣時間は原則2時間以内

■申請受付期間
　令和6年3月15日（金）まで

■費用
　�無料（ただし、道外の専門家の派遣を希望される場合は、北海道までの公共交通機関の費用はご負担いた
だきます。）

令和5年度中央会事業のご案内

経営環境変化対応支援事業に係る
専門家派遣を実施しています！
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　本会では、経営環境変化対応支援事業に関連して、組合が実施する「事業継続力強化計画」の策定及び国
からの認定の取得を支援するとともに、多発する自然災害や未知の感染症の流行など、経営に打撃を与える
様々なリスクに備えるため、専門家による「BCP（事業継続計画）」の策定・導入を支援しています。

⑴事業継続力強化計画策定支援
【ワークショップの開催】
　・実施内容
　　�　組合が役員及び組合員、事務局等の参加するワークショップを開催し、本会が派遣するファシリ
テーターが、認定制度の概要や計画策定方法等の解説を行うとともに、組合の現状や課題、今後の
対応等の合意形成を通して計画書の素案作成を支援します。

　・実施回数　1組合当たり上限2回（1回当たり原則2時間）

【専門家の派遣】
　・実施内容
　　�　専門家が組合を訪問し、ワークショップで作成した計画書素案に対するフォローアップを行い、
事業継続力強化計画の策定及び国からの認定取得を支援します。

　・実施回数　1組合当たり上限2回（1回当たり原則2時間）

⑵BCP（事業継続計画）策定等支援
【専門家活用による支援】
　・実施内容
　　�　BCPの策定や改定・更新等を検討する組合及び組合員に対し、専門家を活用し相談者の実情に即
したBCPの策定等を支援する。

費用
　無料（ただし、道外の専門家の派遣を希望される場合は、北海道までの公共交通機関の費用はご負担いた
だきます。）

　本会では、本年10月1日から、複数税率に対応した消費税の仕入税額控除の方式である適格請求書等保
存方式（インボイス制度）が導入されることから、インボイス制度への円滑・適正な対応に取り組む中小企業
組合及び組合員に対し、専門家を派遣して支援します。

■派遣期間・回数　�派遣決定から令和6年1月24日（水）までの期間でおおむね2回�
※1回あたりの派遣時間は原則2時間以内

■申請受付期間　  令和6年1月17日（水）まで

■費用　　　　　  �無料（ただし、道外の専門家の派遣を希望される場合は、北海道までの公共交通機関
の費用はご負担いただきます。）

　詳しくは、本会HP若しくは連携支援部までお問い合わせください。

予期せぬ災害に備えて、組合で事業継続力強化計画・
BCP（事業継続計画）を策定しませんか？

消費税インボイス制度に係る
専門家派遣を実施しています！
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札幌国税局消費税課からインボイス制度について全4回にわたりシリーズでご紹介いただきます。特別寄稿

札幌国税局消費税課長　住吉　浩人 氏

なぜ注目？
ゼロからのインボイス制度第3回

〜実務上のポイント編〜

　これまでは、インボイス制度に関する基礎的な事項、各種経過措置等について解説いたしました。
　今回は、具体的な取扱いについて事例形式で解説いたします。

1．何をインボイスとするか
　自社の取引において、どのような書類を「インボイス」として扱うか非常に悩まれる部分かと思います。
　実務上は、「請求書」を中心として検討するケースが非常に多いのではないでしょうか。
　また、実際の書類整備に当たり「このような記載で大丈夫か」との問い合わせも多く寄せられております。
　第1回でもお話ししたとおり、インボイスに決められた様式はありませんので、自社の書類がインボイスとして
活用可能かどうかのチェックポイントとしては、まずは、法律に定められた7つの事項が記載されているかどうか
を確認してください。

　初めの事例として、日々の取引を月締めで請
求する場合について見てみましょう。
　前段で、7つの事項が記載されているかが重
要との話をしましたが、この7つの必要事項は、
一つの書類に必ず記載されなくてはいけないか
というと、そうではありません。
　例えば、月締めで発行する請求書のみをイン
ボイスとしようとすると、該当期間に取り交わ
される「納品書」の内容を全て網羅するのは難し
いので、請求書と納品書をセットに考えて、両
方で7つの記載事項が揃えば、インボイスとし
て活用可能となります。
　なお、この場合、請求書と納品書との間に明確な関連性があることが必須要件です。すなわち、事例のように、
請求書に納品書番号が記載されているなど、当該納品書が当該月締めの請求書に明らかに紐づけされていれば、双
方の記載内容を合わせてインボイスとしての役割を果たすことになります。

（1） インボイス〜一定期間の取引をまとめて請求する場合

　不特定多数の相手を売上先とする事業
者（小売業、飲食店業、タクシー業など）
の場合、売上について通常取り交わして
いる書類は「領収書」、特にレシートが多
いと思われます。
　現状では、レシートにインボイスの要
件の一つである「取引先の名称」を記載す
ることはほぼ不可能ですので、何かレ
シートに代わる書類を用意しなくてはな
らないのかとの疑問をもたれる方もいる
と思いますが、そこは心配無用です。
　不特定多数の相手に事業を行う場合に
は、図のように、記載事項を一部簡素化（売上先の名称など）した「適格簡易請求書」を交付することが可能です。

（2） インボイス〜レシートの場合
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　必要経費の中には、取り交わす書類は基本契約書のみで、月々の支払いは口座振替や振込による場合（例えば家賃
など）がありますが、その場合、当事者間でどのように対応すればいいでしょうか。
　繰り返しになりますが、インボイスに必要な記載事項は、一つの書類に全て記載されている必要はありません。
　例えば、基本契約書に登録番号等一定の必要事項を記載し、取引の事実（年月日など）がわかるもの（通帳や振込
通知書など）で残りの必要事項を補完することによりインボイスとしての役割を果たすことが可能となります。基本
契約書作成に当たり、どのような項目を記載するか、当事者間で整理しましょう。

　会社の消耗品をクレジット払いで購入する場合に、経理上の書類としてクレジットカードの明細書を保存される
ケースが多いのではないでしょうか。
　結論から言うと、インボイス制度においては不可です。
　消費税申告において仕入税額控除を計算するためには、売り手が発行したインボイスを保存する必要があります
が、ここでご注意いただきたいのは、クレジットカード明細書はあくまでも「信販会社が発行した書類」であるとい
うことです。つまり、売り手が発行する書類には含まれませんので、この明細書をもって仕入税額控除はできない
ことになります。
　クレジットカードを使った支払いの際には、明細書以外に売り手が発行したインボイスを入手して保管する必要
がありますので注意してください。

（4） インボイス〜クレジット払いの際の注意点

（3） インボイス〜口座振替・口座振り込みの場合

最終回（第4回）は、よくある質問事項について、解説いたします。

2．消費税の端数処理について

　消費税の端数処理の方法については、これまで法律上明確な規定がありませんでしたが、今回のインボイス制度
導入に当たり、「1円未満の端数が生じる場合には、一つのインボイスにつき、税率ごとに1回の端数処理を行う」
というように明確化されました。
　例えば、請求書内の個々の商品について税率ごとに税抜（税込）金額を合計し、その合計額について消費税を算出
し端数処理を行うやり方は問題ありません。
　これに対し、個々の商品ごとに消費税額を計算して1円未満の端数処理を行い、それを合計するといった計算方
法は認められませんので、仮にこの方法で作成した請求書等は、記載事項を全て満たしていたとしても、消費税法
上のインボイスに該当しなくなりますので、注意が必要です。
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会員数会員数
令和5年3月31日時点

会員種別 会員数 会員種別 会員数

事業協同組合（連合会含む） 1,079 協業組合   8

火災共済協同組合        1 商工組合 20

信用協同組合        6 商店街振興組合（連合会含む） 38

企業組合      58 その他（株式会社、社団法人等） 34

計 1,244会員

令和4年度設立組合一覧令和4年度設立組合一覧
令和5年3月31日現在

組合名 代表者名 所在地 設立 組合員数 主な事業 組合員資格

1
えんがるサンキュー
協同組合 矢　木　　　優 紋別郡

遠軽町 R4   4/ 1   4人

組合員のためにする人口急減地域
特定地域づくり推進法に基づく特
定地域づくり事業としての労働者
派遣事業
地域づくり人材の確保及び育成並
びにその活躍推進のための事業の
企画・実施に関する事業

農業、総合工事業、
道 路 貨 物 運 送 業、
飲食店

2 共生リンク協同組合 米　坂　若　菜 札幌市 R4   5/ 6   4人 外国人技能実習生共同受入事業 とび・土工工事業、
建物サービス業

3
協同組合　
ジェイサポート 伊　藤　智　浩 札幌市 R4   5/ 9   4人 外国人技能実習生共同受入事業　

特定技能外国人支援事業

土木工事業、印刷
業、その他の飲食
店、自動車整備業

4
胆振水産加工
協同組合 松　田　幸　男 白老郡

白老町 R4   6/14   4人

組合員の取り扱う水産加工品の共
同販売
組合員の必要とする資材等の共同
購買

水産食料品製造業

5
YMOサポート事業
協同組合 小　野　秀　樹 札幌市 R4   8/17   4人 外国人技能実習生共同受入事業 畜産農業

6 豊伸協同組合 鈴　木　　　豊 厚岸郡
厚岸町 R4   8/29   4人

組合員の漁獲物及びその他の生産
物の共同加工
組合員の漁獲物及び水産加工品の
共同販売

漁業（水産養殖業
を除く）、水産養殖
業

7
防災連携計画事業
協同組合 荒　　　盛　一 札幌市 R4 11/17   4人

電気設備の設置・撤去・メンテナ
ンス等の共同受注事業
住宅改修・解体・清掃・メンテナ
ンス等の共同受注事業

電気工事業、建築
リフォーム工事業、
機 械 器 具 小 売 業、
障害者福祉事業

8
中空知水道事業
協同組合 松　原　　　章 滝川市 R4 12/21 11人

検満量水器取付業務、休日修繕受
付業務、漏水調査業務、配水管修
理業務の共同受注

管工事業、水道施
設工事業

9
BPS北の大地事業
協同組合 萱　野　久　彦 札幌市 R5   1/13   7人 外国人技能実習生共同受入事業 耕種農業、土木工

事業

10
道南生コンクリート
協同組合 井　町　孝　彦 北斗市 R5   1/31 18人 組合員の取り扱う生コンクリート

の共同受注・共同販売、共同試験
生コンクリートの
製造を行う事業者

11
釧路市建設発生土
管理協同組合 阿　部　信　之 釧路市 R5   3/ 1 12人

釧路市の公共事業で発生する建設
発生土の受入れ、整地管理事業
組合員のためにする整地管理事業
の共同受注

土木工事業

12
豊頃町維持補修
協同組合 田名邊　義　夫 中川郡

豊頃町 R5   3/17   4人 組合員の行う道路維持管理及び河
川維持管理業務の共同受注

土木工事業、舗装
工事業
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　ここでは、主な変更登記に関する注意点などについてお知らせしましたが、具体的な
変更登記に関する様式については、本会ホームページにも掲載されていますので、参考
にしてください。
　また、これ以外にも登記が必要なものがあります。ご不明な点は連携支援部または各
支部へお問合せください！

　決算そして総会と忙しくされている組合事務局の方も多いと思いますが、「組合の変
更登記」のことをお忘れではないでしょうか？
　この機会に組合の変更登記について該当するものがないか振り返ってみてください。

組合の変更登記忘れて
いませんか？

　中小企業等協同組合法第85条の規定により登記事項に変更が生じた場合は、2週間以内
に、その主たる事務所の所在地において、変更の登記が必要です（ただし、出資の総口数及
び払込済出資総額の変更の登記は事業年度末から4週間以内）。

1．なぜ登記しなければならないのか？

　①事業　②名称　③地区　④事務所の所在地　⑤出資の総口数及び払込済出資総額　
⑥代表理事　⑦公告方法等について変更があった場合には登記が必要です。

2．登記事項について

　代表理事が変更になった場合には登記が必要です。また、任期満了で同じ人が再選され
た場合にも登記が必要です。

3．代表理事の登記について

　基本的には、年度末に出資の総口数及び払込済出資総額に変更があった場合には、必ず
登記をする必要があります。ただし、期中で変更があった場合には、その都度、登記申請す
ることができます。

4．出資の総口数及び払込済出資総額の登記について

　定款に規定されている①事業　②名称　③地区　④事務所の所在地（市町村の変更を伴
う場合）　⑤公告方法については、総会において特別議決を経て、認可行政庁の認可を受け
た後、登記が必要です。

5．定款変更に伴う登記について
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令和5年3月　北海道中小企業団体中央会

　会員である協同組合等を対象に組合員企業（個人事業主を含む。）の廃業等「自主廃業・倒産（民事再生等を
含む。）」の実態を調査した。本調査は平成14年から実施しており、今回で21回目となる。

■調査対象期間　　令和4年1月1日〜令和4年12月31日
■調査対象組合数　1,118組合　　■回答組合数：506組合　　■回収率：45.3％
■業種別内訳　　　�運輸業：22組合　　　　卸売業：  23組合　　小売業：  99組合�

サービス業：77組合　　建設業：130組合　　製造業：125組合�
異業種（商店街を含む。）：29組合　　その他（農業を含む。）：1組合

Ⅰ　調査概要

Ⅱ　調査結果

3　自主廃業の業種別件数

1　廃業等の有無

　自主廃業の件数は319件となり、前年に引き続き減少となった。倒産については増加し、13件となった。
　また、本・支部別の廃業等の件数は、図3のとおり。

2　廃業等の年別推移と本支部別件数

後志支部宗谷支部空知支部胆振支部網走支部釧根支部十勝支部上川支部道南支部本　部

250

200

150

100

50

0

■自主廃業　■倒産

10

209

000000012 8275
17131217

29

（単位：件）
〈図3〉廃業等の件数（本・支部別）
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■自主廃業　■倒産

63

660

319
381

412

497489488

583599624

1346212526213429

H25 H26 H28H27 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（単位：件）
〈図2〉廃業等件数の年別推移

　令和4年の自主廃業（319件）を業種別で見ると、
「サービス業」が167件と最も多く、次いで「小売業」
が48件、「運輸業」、「建設業」が同数の33件となり、
最も低いのは「卸売業」の9件となった。

〈図4〉自主廃業の業種別件数

200150100500

サービス業

小売業

運輸業

建設業

製造業

卸売業

異業種

（単位：件）

167

33

48

33

14

9

15

　令和4年の組合員の廃業等については、「ある」
と回答した組合は100組合（19.8％）、「ない」と回
答した組合は406組合（80.2％）であった。

〈図1〉廃業等の有無

ない
80.2％

ある
19.8％

組合数 構成比
ある 100   19.8％
ない 406   80.2％
計 506 100.0％

令和4年道内中小企業の廃業等に関する実態調査
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5　新型コロナウイルス感染症の長期化に伴う組合員企業の廃業等への影響

4　自主廃業の要因

　自主廃業の主な要因は、「後継者等人材難」が
87.4％（前年比△1.4ポイント）と最も多く、次い
で「販売不振・受注減少」が18.4％（前年比△14.3
ポイント）、「先細り感」が6.9％（前年比△10.4ポ
イント）となった。

〈図5〉自主廃業の要因（複数回答）

後継者等人材難

販売不振・受注減少

先細り感

同業他社との競争激化

金融・資金繰り難

原材料・仕入品等の高騰

製品価格（販売価格）の下落

製品開発力・販売力の不足

大手企業の進出

取引条件の悪化（単価等）

人件費の増大

安価な輸入品の増大

■R4　■ R3

80％ 100％60％40％20％0％

87.4％
88.8％88.8％

18.4％

6.9％
17.3％17.3％

32.7％32.7％

3.4％
3.1％
2.3％
5.1％
4.6％
1.0％
0.0％
0.0％
0.0％
1.0％
1.1％
0.0％
2.3％
0.0％
1.1％

0.0％
0.0％

1.0％

　原油・原材料価格高騰に伴う組合員企業の廃業等への影響は、「廃業等への影響あり」が14.8％、「影響なし」
が32.1％、「わからない」が53.1％となった。
　また、価格転嫁の状況については、「全くできていない」が35.3％と最も多く、次いで「2割未満」が
27.9％、「3〜5割」が22.1％、「6〜9割」が13.2％となった。

6　原油・原材料価格高騰に伴う組合員企業の廃業等への影響

廃業等への影響あり
14.8％

影響なし
32.1％

わからない
53.1％

〈図8〉原油・原材料価格高騰に伴う組合員企業の廃業等への影響 〈図9〉価格転嫁の状況

60％40％20％0％

全くできていない

2割未満

3～5割

6～9割

10割

35.3％

27.9％

22.1％

13.2％

0.0％

　新型コロナウイルス感染症の長期化に伴う組合員企業の廃業等への影響は、「廃業等への影響あり」が
19.7％、「影響なし」が40.9％、「わからない」が39.4％となった。
　また、廃業等の要因としては、「売上高の減少」が71件と最も多く、次いで「労働力の不足」が46件、「取
引先・顧客からの受注減少」が39件となった。

〈図6〉�新型コロナウイルス感染症の長期化に伴う組合員企業の廃
業等への影響

廃業等への影響あり
19.7％

影響なし
40.9％

わからない
39.4％

〈図7〉廃業等の要因（複数回答）

60 70 805030 4020100

売上高の減少

労働力の不足

取引先・顧客からの受注減少

資材・部品・商品等の調達・仕入難

人件費率の増加

運転資金等の資金繰り難

営業活動等の縮小

他社との競争激化

その他

（単位：件）
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　皆さん、こんにちは。長かった新型コロナウイル
スによる閉塞感も、各種の規制緩和やイベントの再
開など、脱コロナに向けて少しずつ明るい話題に変
わってきました。その一方で、ウクライナ侵攻や鳥
インフルエンザなどの影響で電気代や卵などの食料
品の大幅な高騰は、企業だけでなく一般家庭にも大
きく影響を及ぼしています。新型コロナウイルスは
収まりつつあるものの、以前とは経営環境が大きく
変わってしまっており、困惑している経営者も多く
いらっしゃると思います。
　そこで、今回は長引く厳しい経営環境を生き残る
ための資金繰りについて解説していきましょう。
手元資金の把握 �
　資金繰りを改善するためには、日ごと、月ごとに
いつ、いくらの入出金があるのかをきちんと把握、
予測しておかなければいけません。
　入出金を高精度に予測するためには、特に毎月の
固定費の把握が大事になります。固定費とは家賃や
正社員の給与など、売上（販売量または生産量）に
関わらず毎月生じる費用です。これらは賃貸契約の
解除や給与水準の見直しをしない限り必ず発生する
ため、見込みが立てやすい費用になります。まずは
どのような固定費が発生しているかを把握しましょ
う。その上で、必要以上に高額な広告費用や、付き
合いで加入した経営者保険など、削減しても収益獲
得に直接的な影響が及ばない費用項目があれば検討
対象とします。
現有資産の活用 �
　売上を伸ばして資金を獲得することが経営努力の
王道になりますが、それこそが一番難しい課題でも
あります。そこで今一度「自社の財産をスリム化し
体質（財務状況）を筋肉質にする」ことを検討してみ
ましょう。
　まず第一に、現在所有する資産の中に現金化でき
るものが無いかを確認します。
　みなさんの会社に数か月、数年にわたって回収で
きていない売掛金はありませんか？
　売上は回収して初めて完結します。回収できていな
い債権が無いか、日常的に債権の管理をきちんとして
いるはずですが、改めて業務を見直し、もし入金が遅
れた取引先があれば、早めに催促をしてください。
　また、棚卸資産の管理はきちんとできています

か？現金化できる見込みのない不良在庫を大きく抱
えている場合、保管スペースにかかる費用や管理す
る人件費にも影響を与え、資金繰りの悪化を招く可
能性があります。販売できる見込みが無いのであれ
ば、損失処理をするほうが利益の圧縮ができ、よほ
ど有益なものになります。
借入金の活用 �
　中小企業が資金を増やす方法としては、利益を上
げるか借入をする以外の方法はあまりありません。
金融機関から借入をする際は、中長期的な資金繰り
表を作成し、資金がショートすることが無いような
条件になっているかを精査してください。
　利益がこんなに出て、税金をいっぱい払っている
のに、通帳の残高が全然増えない！という経営者の
声をよく聞きます。元金の返済は費用にならないた
め、せっかく多額の利益があっても返済の負担が大
きすぎると黒字倒産を招いてしまう恐れがあるた
め、注意が必要です。設備投資について一つ目安と
なるのは、当該設備の減価償却費（月額）が元金返
済額（月額）より大きいかどうかです。大きければ
返済に支障はないという判断になります。
　生命保険の中には契約者貸付制度といい、解約返
戻金の一部から借入れをすることができるものがあ
ります。この借入制度は、一般的な金融機関からの
借入と異なり、返済の自由度が高いため、好きなタ
イミングで返済できることが大きな特徴です。ま
た、基本的には保険契約は継続されるため、保障を
維持することができるのもメリットです。
　金融機関からの借入よりも利息は高い傾向にはあ
りますが、資金調達の方法として一考してみる価値
はあると思います。
　また、経営セーフティ共済に加入されている法人
では一時貸付金という制度があります。
　経営セーフティ共済は取引先が倒産したことで売
掛債権等が回収困難になった時に、共済金を借入れ
ることを目的としていますが、一時貸付金制度は取
引先事業者が倒産していなくても、共済契約者の方
が臨時に事業資金を必要とする場合に、解約手当金
の95％を上限として借入れできる制度です。
　各企業によって事情は千差万別になります。資金
繰りが心配な方は、まずは顧問税理士に相談してみ
てください。

税 理 士 が

知っ得！ コロナ禍を
乗り切るための資金繰り

解 説 ！

公認会計士小島史資事務所　
所長

税理士・公認会計士
小島　史資 氏

分分33
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【要件・申請類型】

必 須 要 件
（ 全 枠 共 通 ）

・�事業計画を認定経営革新等支援機関や金融機関と策定し、一体となって事業再構築に取り
組む中小企業等。

・�補助事業終了後3〜5年で付加価値額の年率平均3.0％〜5.0％（申請枠により異なる）以上
増加、又は従業員一人当たり付加価値額の年率平均3.0％〜5.0％（申請枠により異なる）以
上増加の達成。

補 助 対 象 経 費 建物費、機械装置・システム構築費、研修費、廃業費等

応募及び問合せ先 事業再構築補助金事務局　https://jigyou-saikouchiku.jp/
〈ナビダイヤル〉0570-012-088　〈IP電話〉03-4216-4080

申請類型 補助上限額（※1） 補助率

成長枠（※2）
（成長分野への大胆な事業再構築に取り組む事
業者向け）

2,000万円、4,000万円、5,000万円、7,000
万円（※3）

中小1/2、中堅1/3�
（※4）

グリーン成長枠（※2）
（研究開発・技術開発又は人材育成を行いなが
ら、グリーン成長戦略「実行計画」14分野の課
題の解決に資する取組を行う事業者向け）

〈エントリー〉中小：4,000万円、6,000万円、
8,000万円（※3）、中堅：1億円
〈スタンダード〉中小：1億円、中堅：1.5億円

中小1/2、中堅1/3�
（※4）

産業構造転換枠
（国内市場縮小等の構造的な課題に直面してい
る業種・業態の事業者向け）

2,000万円、4,000万円、5,000万円、7,000
万円（※3）
廃業を伴う場合2,000万円上乗せ

中小2/3、中堅1/2

サプライチェーン強靱化枠
（海外で製造する部品等の国内回帰を進め、国
内サプライチェーンの強靱化及び地域産業の活
性化に資する取組を行う事業者向け）

5億円 中小1/2、中堅1/3

物価高騰対策・回復再生応援枠
（業況が厳しい事業者や事業再生に取り組む事
業者向け）

1,000万円、1,500万円、2,000万円、3,000
万円（※3）

中小2/3（一部3/4）
中堅1/2（一部2/3）

最低賃金枠
（最低賃金引上げの影響を受け、その原資の確
保が困難な特に業況の厳しい事業者向け）

500万円、1,000万円、1,500万円（※3） 中小3/4、中堅2/3

（※1）補助下限額は100万円
（※2）�補助事業終了後3〜5年で中小企業・特定事業者・中堅企業の規模から卒業する事業者に対する上乗せ枠（卒業促進枠）又は継続的

な賃金引上げに取り組むと共に従業員を増加させる事業者に対する上乗せ枠（大規模賃金引上促進枠）に応募可能
（※3）従業員規模により異なる
（※4）補助事業期間内に賃上げ要件を達成した場合、補助率を中小2/3、中堅1/2に引上げ

第10回公募開始：令和5年3月30日（木）（※6月上旬受付開始予定）
　  同  　応募締切：令和5年6月30日（金）18時　※令和5年度末までに、さらに2回程度の公募を予定

事業再構築補助金

N O M T OI F R A I N

北海道経済産業局からのお知らせです

新分野展開や業態転換をしたい

　新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切っ
た事業再構築に意欲を有する、中小企業等の挑戦を支援します。

事業再構築補助金

産業部　経営支援課　TEL：011-709-2311（内線2580）
E-mail：bzl-hokkaido-keieishien@meti.go.jp【北海道経済産業局　窓口】
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主要 DI の推移
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3月の道内景況 情報連絡員レポート
主要DIは改善しているが、物価高騰、人手不足が続いている

（凡例） 30以上 10〜29 9〜△10 △11〜△29 △30以下

　全業種の主要DIは、「景況」、「売上高」、「収益状況」の全てにお
いて前月より改善した。
　製造業では、「販売価格」、「取引条件」、「資金繰り」で改善してい
るが、他の項目で低下している。
　非製造業では、「資金繰り」、「雇用人員」以外で改善している。
　情報連絡員からの情報によると、製造業は、原材料価格、電気料
金等の値上げによる価格転嫁の対応に苦慮している。
　非製造業では、コロナ対策が緩和され、人の往来が増えてきてい
るものの売上高、取扱高はコロナ禍前の水準には戻っておらず、依
然として厳しい状況が続いている。
　また、幅広い業種において、慢性的な人手不足に苦慮していると
の声が寄せられている。

概 況 景況天気図（前年同月比）

天気図の見方　各景況項目について調査月と前年同月を比較して、「増加」（または「好転」）
したという回答（構成比）から「減少」（または「悪化」）という回答（構成比）を差し引いた
値（DI）をもとに作成。天気の表示は凡例のとおりです。

製造業
食料品 �
● ��3 月は、オホーツク海の結氷により、3 月 16 日より海明け、市場再開とな

る。沖底漁については、3 月 16 日より操業となり、スケソウダラを中心に春
にしん等を獲る予定である。
・各水産加工場は、昨年の秋鮭漁が豊漁となったことから、主たる加工品のホ

タテを冷凍保存しており、閑散期の工場稼働として使用している状況であ
る。� （網走）

● ��味噌出荷量（道内）；単月（令和 5 年 2 月）前年対比　  94.4％
醤油出荷量（道内）；単月（令和 5 年 2 月）前年対比　101.4％
・令和 5 年 1 月〜 2 月の道内・累計出荷量；味噌　前年対比　  93.9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　；醤油　前年対比　105.3％
・令和 5 年 1 月の全国出荷量　　　　　　  ；味噌　前年対比　  95.7％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　；醤油　前年対比　  98.0％
・令和 5 年 2 月の道内単月の出荷量は、味噌は前年対比で減少しており、醤油

は前年対比で増加した。
・価格転嫁が進まず、業績が苦しいとの声が寄せられている。6 月より 1 社が

再値上げするとの報道があった。� （全道）
● ��コロナに加え、原材料・重油価格等々値上げが目白押しである。

・価格転嫁については、現在 75％位のお取引様にはご理解いただいている状
況である。

・人手不足が深刻であり、ある組合員では、昨年 10 月より工場・営業各 1 名
不足となっている。ハローワーク等に募集をかけても問い合わせがない状況
である。� （全道）

木材・木製品 �
● ��2 〜 3 月の原木入荷は安定的だったことから、3 月末の原木在庫は前年同月比

118％に増加した。
・製材受注残は 1 か月弱となり、製材生産量は前年同月比 83％と減少してい

る。� （十勝）
● ��3 月期のトドマツ原木は、順調に入荷している。これまでと同様にトドマツ原

木は、カラマツ原木不足の代替えとして使用する状況が見られている。トドマ
ツ原木の不足感は今のところない。市況については、地域差があるが、高値を
保持しつつ保合で推移している。
・3 月期のカラマツ原木は、依然として慢性的な原木不足は未だ解消されてい

ないが、ここに来て合板適材が港に積み上がっていること、移出先の土場が
塞がっていること、生産調整をしていること等から国有林材のカラマツが不
落になってきている状況にある。このことから、民有林材についても今後取
引が苦しくなることが予想される。3.65m 材の出材が少ないことから取り合
いとなっており、高値で推移している。市況については、高値保合で推移。

・製材市況は、春の需要に向けて動き出す時期だが、受注は旺盛にはなってい
ない。価格は横ばいから弱含みの状況にある。カラマツラミナーについて
は、一時期価格が大きく下げられた。市況については、エゾ・トドマツは、
保合が見込まれる。カラマツも、保合。

・紙原料は、不足気味で原料材価格が上昇しており、原料の取り合いが一部地
域で見られている。このような中でも、国内チップ買取価格の上乗せはな
く、希望価格にはほど遠い状況が続いている。

・木質バイオマス原料については、順調に集荷されているが、地域によっては

大口発電や小口発電が動き出していることから不足している。
・広葉樹原木については、供給期を迎えており、需要が増加することが見込ま

れる。� （全道）
窯業・土石製品 �
● ��3 月は昨年実績を上回ることが出来た。

・地区によってはスーパーゼネコンの物件が皆無で、中小ゼネコンが手掛ける
物件ばかりである。そうした中で地元業者同士の価格競争が生じている。一
方、作業員及び従業員の確保が非常に困難な状況になっている。� （全道）

● ��釧路地域では、この時期は設備を稼働している組合員は少ない。
・工事量の減少により、砂利の需要も落ち込んでいる。
・国発注の河川整備や道路維持管理などの公共事業が落ち込んでいる。�（全道）

● ��3 月の生コン出荷量はおよそ 136 千 m3。（前年同月比 100.0％）� （全道）
鉄鋼・金属 �
● ��電力価格高騰と賃金引上げの影響もあり、国内資材やサービスのほとんどのも

のが値上げ基調である。当組合員も賃上げを予定しているが、大手が 5 〜 6％
UP している中で、そこまではついていけないという話が多い。製品価格に転
嫁しなければその原資が出ない。
・中小企業から大手企業へ行う販売価格等の値上げ要請は受けていただきた

い。そのための行政の弾力的なキャンペーンは継続をお願いしたい。�（全道）
● ��新造船受注は回復してきているが、鋼材価格の高騰や急激な為替変動で経営環

境は不透明な状況が続き、人員不足で安定操業を見込むのは厳しい。一度減少
した人員を再度確保するのは困難な状況で、外国人労働者が頼みとなってきて
おり、造船業界は高齢化の問題と併せ新卒者の定着率が低く技能の伝承・維持
が危ぶまれる状況である。� （室蘭）

一般機器 �
● ��3 月の決算時期なのに受注の動きが鈍いと組合員からの声がある。電気料金の

大幅な値上げや原材料の高騰等が大きく影響し、経済が停滞している。
・中小企業や低中所得者向けの大型減税・給付金の早急な実施により、経済の

活性化につながる。
・中小企業向けの価格転嫁対策・受注喚起対策の早期実施、賃上げできるよう

行政の支援策が必須である。
・4 月からの電気料金再値上分の補助拡大の早期実施をお願いしたい。�（札幌）

● ��資材、電気代、燃料費の高騰が継続。
・年度末の駆け込み需要が全くなかった。例年とは動きが違う状況である。
・人流が増加し、観光業は上向いているが、製造業は上向くまでまだ時間がか

かる。� （全道）
その他 �
● ��業界誌によると 1 月以降需要は振るわず、1 月の速報では段ボール原紙 5.7％

減、紙器用板紙 4.2％減となった。道内においても同じような感覚がある。
・値上げについては、未だ決着せず原紙メーカー・大手貼合メーカー・中小

BOX の間で時期や幅や思惑に差がある状態が続いている。鶏卵不足によ
り、様々な製品の生産や従業員の雇用などに影響が出始めている。

・輸送費の値上げについて通達があり、価格転嫁出来ない可能性がある。
� （全道）

● ��度重なる原材料の値上げや燃料等の高騰により、複数回にわたって価格転嫁交
渉を行わざるを得ない状況となっており、顧客の理解に苦慮している。�（札幌）

全業種 製造業 非製造業

2 月 3 月 前月比 2 月 3 月 前月比 2 月 3 月 前月比

業界の
景況

1.5
→

△16.5→ 11.3
→△22.2 △20.7 △21.4 △37.9 △22.6 △11.3

売上高 8.6
→

△6.5→ 17.0
→△7.4 1.2 △10.7 △17.2 △5.7 11.3

収益状況 5.2
→

△2.5→ 9.4
→△24.7 △19.5 △28.6 △31.0 △22.6 △13.2

販売価格 9.5
→

2.7
→

13.2
→22.2 31.7 21.4 24.1 22.6 35.8

取引条件 5.1
→

7.3
→

3.8
→△17.3 △12.2 △10.7 △3.4 △20.8 △17.0

資金繰り 0.1
→

0.2
→

0.0
→△11.1 △11.0 △7.1 △6.9 △13.2 △13.2

雇用人員 △4.7→ △10.0→ △1.9→
△13.6 △18.3 △10.7 △20.7 △15.1 △17.0
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非製造業
卸売業 �
● ��靴履物では卒業式のシーズンでコロナ対策による制限も緩和され、保護者の参加

が増えたことから、フォーマル品の需要が回復し増収となった。百貨店・量販店へ
の来店客が増加し、春物商品の店頭での動きが順調となっている。
・卸売りでは秋冬物の受注に入っており、需要回復の流れに期待している。
・建設資材では 4 月からの価格改定を発表したことにより、3 月は駆け込み需要で

受注が増加した。
・仕入価格の上昇分の転嫁は完全ではないものの徐々に浸透しており、販売価格

は大半の企業で上昇している。� （札幌）
● �商品の値上げにより、売上自体は増加しているものの数量は節約志向もあり、減少

傾向にある。観光面など一部ルートの回復もあり、商況としては悪くない状況だ
が、販売価格及び一般管理費などの上昇等も影響し、好転とは言えない状況であ
る。� （全道）

● �3 月13 日よりマスク着用が個人の判断となり、事務所内の掲示を厚生労働省が作
成したリーフレットに変更した。特に問題はなく、事務所内は基本マスクは着けて
いないが、接客対応の時は臨機応変に対応している。5 月 8 日からの感染症 2 類
から 5 類に変更された際には、改めて判断の予定である。� （帯広）

● �3 月の売上は昨年より増加しており、それに伴い出荷量は変わらずとも商品値上げ
の影響のため、年間販売額は前年比 10％ほどの売上増となった。� （全道）

小売業 �
● �売上高対前年比 110％以上の実績を確保している。

・大口先の売上が好調に推移した。� （札幌）
● �3 月は先月に引き続き、ツアー客やインバウンドのお客様が昨年より増加してきて

おり、少しずつコロナ前に戻りつつある。物価高の影響もあり、平日の来店客は少
ない状況だが、週末の「和商の日」は各店の商品を格安で提供しているので、とて
も賑わいを見せている。また、「たまご」の格安販売は毎回行列ができ即完売して
いる。3 月よりお惣菜店が新規オープンし、非常に賑わっている。� （釧路）

● �前年比較
・物販見込　98.5％
・金　融　　98.4％
・3 月の前半までは新生活の準備等で外出する人が増え、大型商業施設をはじめ、

賑わいを取り戻したが、WBC の影響からか大会中は外出する人が激減し、全体
的に売上が減少した。業種別では旅行関連・飲食店が昨年の 2 倍の売上、家電
が 120％、衣料品が 106％で昨年を上回る売上となったが、温暖と節約の影響
からか燃料が前年比 90％と減少した。� （旭川）

● �商工会議所が大型店 5 店とスーパー 3 社の 1月の前年同月比の売り上げ状況をま
とめた。大型店は 31.8％と大幅増、衣料品や身の回り品の伸びが大きかったこと
が要因。スーパーは 4.6％増。大型店 4 店は前年同月を上回り、1店が下回った。
品目別では食料品が 18.2％増、衣料品が 66.5％増、身の回り品が 198.8％増、家
庭用品が 27.8％増、雑貨は 3.9％減だった。コロナが収束傾向で外出意欲が増し
たことなどが売上増の原因とみている。
・スーパーは 2 社が前年同月を上回り、1社が下回った。食料品の売上げは 4.8％

増、物価高で価格が 1〜 2 割値上がりしていること、増加率が低いのは消費者
が購入品のグレードを下げたり品数を 1品程度減らしたりしたためとみている。

� （帯広）
● �雪解けも早く気候も良くなったが、地元客は相変わらず少ない状況である。観光客

の来場は毎日あるが、地元客が少ない。そのため、早じまいをする店が多くなった。
・物価高対策で節約のため、買い物を控えているように感じる。� （小樽）

● �3 月の取扱高は、前年比 110％の見込みである。
・コロナ対応が緩和され、卒業旅行や出張などが 4 年前の生活状況に戻り、更に

海外旅行者も増えていることから、これからの景気回復への期待が大きい。
� （苫小牧）

● �今年は例年にないくらい雪融けが早く、朝市周辺のあちこちで冬場のゴミが目立っ
ていたが、25 日に約 3 年 4 か月ぶりに寄港するクルーズ客船の入港に向けて、前
の週の 18 日に例年より1か月早く春の清掃活動を組合員一同で前倒しして実施し
た。おかげで入港当日は何とか周辺のゴミも一掃され、沢山の海外観光客で久しぶ
りに賑わいが訪れた。
・例年 3 月は卒業旅行や新入学の準備旅行、春休み休暇などで、閑散期でも割と

繁忙であるため、コロナが落ち着いている今年はコロナ禍前に近いくらいの混雑
や行列などが見受けられ、朝市の各店舗でも本来の売上に近づいたように感じ
ている。この勢いがそのまま次の繁忙期である GW まで続いていくことを願う
ばかりである。� （函館）

● �3 月については前年並みとの回答が多く、化粧品を取扱う組合員店では久しぶりに
来店されるお客様も増えており、マスク着用の自己判断が影響している。また、春
を思わせる気候も続き、婦人服を扱う組合員店でも昨年より動きが早いとのことで
あった。時計、メガネなどは入進学や就職に伴い取扱い増となる月だが、ネット購
入が定番化しているのか実店舗での購入は減少傾向にある。
・1月末日をもってクレジットカード事業を廃止し現在は携帯電話販売業、旅行

業、保険業の販売事業が中心となっている。携帯電話販売業は店舗評価の厳格
化もあり厳しい状況、旅行業は全国旅行支援もあり順調に推移しているもののコ
ロナ以前の取扱いにはほど遠く、保険業については未だ営業体制が整わず前年
割れ、全体的に厳しい状況は変わらない。� （釧路）

● �灯油及び重油代共に上がり収益が悪化している。� （美唄）
● �商品の原価高騰分を販売価格に転嫁できず、利益の確保が難しい。また、電気や

ガス等の価格も高騰し、各店での収益の確保が厳しくなっている。
・売上は、コロナ前ほどには戻っていなく、観光客も回復していない状況である。
・固定費の値上げを抑えるような施策が必要である。� （札幌）

● �4 回目の補助事業「プリペイドプレミアム 20％アップ」があり、売上が多少増加
した。� （斜里）

● �組合全体の前年同月比は 93.9％だった。食品、スーパー関連は 92.2％、芦別発祥
のスーパーの閉店が 3 月 31日に決まり、売上が大幅に減少した。ホームセンター
も前年比 91％と低迷が続いている。その他の一般店は、前年同月比 102.2％とな
り、コロナ関連の影響も少なくなった。今後の動向に注視するとともに、対策を講
じなければならない。� （芦別）

● �3 月1日の WTI 原油価格は 77.68ドルで先月から見て 1.27ドルの反発でスター
トした。これは、2 月後半の主要銀行の利上げが長引き景気を冷やすとの見方で反
落したが、3 月に入って米国の原油在庫減と中国経済の持ち直しで反発スタートと
なった。その後、金融市場の緊張が高まるなか、金融機関の融資態度が厳しくなる

との見方も後退し若干持ち直した。30 日の WTI 原油価格は 74.37ドルとなって
いる。
・3 月は国の元売りへの補助を差し引いても末端市況は若干の値上げとなった。
・組合員の収支状況は量販店の価格に引きずられ相変わらず圧縮状態となってい

る。� （旭川）
● �値上げした分、昨年同月より収益が微増した。

・販売数量では、節約のためか、昨年同月より約 1割減少した。厳しい経営状態が
続いている。� （稚内）

● �3 月の中東原油価格をみると、下落傾向で推移し、一時 1バレル当たり 71ドル程
度と月初に比べ 10ドル以上下落したものの、その後反発し、月末には 70ドル台
後半の水準まで上昇した。
・北海道におけるガソリンの SS 店頭小売価格については、政府の燃料油価格激変

緩和対策事業の効果から、1リットル平均 167 円と前月とほぼ同水準となった。
また、3 月の全国ベースでのガソリン出荷量をみると、月前半は前年度を上回っ
たものの後半に入り前年割れが続く結果となった。なお、依然としてコロナ禍前
の水準には戻っていない。� （全道）

● �新車の流通が持ち直してきたことにより、中古自動車の注目度が低くなっている。
そのため、販売店においての中古車流通量は低下、価格もセリ市場と同じく低下気
味である。中古車小売に関しては、新車販売が整ってきたことにより、明らかに低
迷している。期待していた春商戦も 3 月は元気がない。これから来るであろう 4
月の繁忙期には期待しているが、燃料や人件費の高騰など世界的な不安要素も多
く、今年は読み切れない。新車が売れる＝未来の中古自動車業界の観点では好転
していることになるが、恩恵を受けられるのは 2、3 年後と予想されているため、
そこまで耐えられる企業だけが生き残り、それ以外は淘汰されることも懸念され
る。また、大手買取会社販売店の連続出店により、一般の販売専業店は苦しい時
代になってきたと言わざるを得ない状況である。� （札幌）

● �雪解けが早かったので、春の動き出しは順調。
・ヘルメットの着用の努力義務化の影響で来店者も多く、シーズン幕開けは久しぶ

りに期待ができる。� （全道）
● �春作業を前に各メーカー商品の値上げが予想され、3 月始まりから展示会を開催し

ている。状況としては、各社とも中古機械の販売が好調である。組合販売店では、
飼料の高騰がこの春作業前にどの程度値上がりするのか懸念している。� （全道）

サービス業 �
● �2 月と状況は変わらず、燃料用重油の高止まり、営業用備品の値上がり、光熱費の

大幅な値上りが営業に大きな影響を与えている。
・公衆衛生に携わる業種としては、日常の衛生管理に十分に気を付けなければなら

ない。
・3 月末日時点では、2 施設が閉店しており、うち 1施設においては燃料高騰が要

因となっている。� （全道）
● �3 月決算が多い道内中小 IT 企業各社の 2022 年度業績は、増収微増益ないしは微

減益となった企業が多い。2023 年度もシステム開発案件の受注量増加は続くと予
測されるが、賃上げ原資となる案件単価への価格転嫁が今のところ期待通りには
進んでいない。しかしながら、初任給や既存社員の給料引き上げは利益を取り崩し
てでも対応せざるを得ず、さらに、4 月からの残業割増率引上げによる経費増が予
測されることから、発注元との受注案件への価格転嫁の可否が 2023 年度業績を
左右するポイントになる。また、IT 業界に限らずインボイス制度への対応や電子帳
簿保存法への切替期限を控えて、自社の管理業務への設備投資が必要になること
や業務量増加の懸念も顕在化している。� （全道）

● �全国旅行支援による旅行喚起、インバウンドの回復もみられ、前年同月比較では大
きく増加している。しかし、回復傾向ではあるもののコロナ前の水準には及ばない
状況である。主要都市及び主要空港近くの観光地は前年同月比 100％以上回復し
てきたともいわれているが、燃料の高騰や物価高により、安近短旅行の傾向である
とも考えられ、地方における観光地の前年同月比 100％以上の回復にはまだ時間を
要する状況である。加えて燃料費の高騰、物価高は大きな負担であり、危機対応
融資の返済開始、慢性的な人手不足が深刻な中での待遇改善と経営を持続させる
努力ばかりが続いている。� （十勝）

商店街 �
● �大手百貨店の閉店から 2 か月が経ち、来街者の減少を実感している。買い物客が

少ない。共通駐車券の利用も大きく減少している。� （帯広）
建設業 �
● �令和 5 年 3 月の業況として、公共工事はあまり無い状況である。民間工事におい

ては、地域によって受注の有無が大きな差として出てきている。どの地域や企業で
も人員不足の状態は慢性化し、仕事の受注を考える時に人員の確保がどの様に出
来るのか慎重に検討していかなければならない。また工事において、機器や資材の
納期が延びる事や未定という状況もまだまだ発生しており、工事全体の工程管理
がしっかりとされていない事などにより、「工期に間に合わない」や「各企業の年
度内に終わらない」などの状況も発生してきており、企業にとって大きな問題と
なっている。それぞれの状況に応じて、早めに対策をとっていく事が必要である。
2024 年には労働時間の制限が建設業にも該当してくるので、徐々にではあるが各
企業、業界で対応を考え、実施していく事が必要である。� （全道）

● �【組合員の業況】
3 月に入ると水道管凍結はほぼなくなり、各社とも新年度事業の準備をしている。

【問題点】
燃料高騰や設備資材は値上がりが続いており、収益を圧迫している。

　�市では給水管の道路横断費用を 4 月から個人負担にするとの情報があり、現場
が混乱するのではないかと懸念されている。

【地域の実情】
新年度の市の事業は現時点の情報では例年並みである。
コロナ感染症は落ち着き、飲食店では少しずつ利用客が戻ってきている。� （名寄）

運輸業 �
● �3 月になって除雪関連の稼働がなくなった。また、貨物についてもすべての物が値

上がりしており、消費が減ったことにより減っている。� （小樽）
● �農産物については、月末にかけて多少回復したが、例年並みまでには回復していな

い。
・一般貨物については、例年並み。
・新型コロナの影響は、ほぼなくなったが、人材不足は慢性化している。� （石狩）

● �宅配担当組合員の減少傾向に変わりなく、宅配配送体制の根本的な対策が必要と
なっている。また、組合員減少の歯止めには目処が立たない状況で、収益が良くな
い荷主に業務撤退を申し入れている。� （全道）
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旭川デザインセンター（ADC）4月リニューアルオープン！
　旭川家具工業協同組合（藤田哲也理事長、組合員
41名）が運営する旭川デザインセンターが4月にリ
ニューアルオープンしました。
　これまでも、旭川家具・クラフトが一堂に集結する
総合ショップとして運営をして参りましたが、産業
観光拠点として進化するため、一部の施設を改装し
情報発信の場を生み出しました。改装費用には事業
再構築補助金を活用しています。
　この春、新しい3つのゾーンが誕生しましたので
ご紹介いたします。
①ADCミュージアム
　旭川家具の技術やデザイン
が集結したミュージアム空間で
す。国際家具デザインフェア旭川の、受賞作品や歴代の
美しい旭川家具の椅子が展示されています。大型スク
リーンも設置し、旭川家具についてご紹介いたします。

②ADCラボ
　ワークショップが可能な体
験工房で、観光の思い出に木
製クラフトが製作できます。
小さなお子様もワークショッ
プが出来るように設備も整え
ており、木育の拠点としても
活躍しそうです。
③ADCセレクション
　観光のお土産におすすめの
クラフトが購入できるギャラリーゾーンで、厳選さ
れたオリジナル製品がずらりと並びます。
　4月よりソフトオープンし、アップデートを重ね
旭川デザインウィーク（ADW）の開催初日に合わせ
て、6月17日グランドオープンします。
　旭川にお越しの際は、是非立ち寄ってみてはいか
がでしょうか。

アドベンチャートラベル・ワールドサミット
（ATWS）と釧根地域のポテンシャル
　今年、ATWSが北海道で開催されます。新聞等で
取り上げられることも増えてきましたが、皆さんは
ATWSがどのようなものかご存じですか。
　ATとは、自然の中でのサイクリングやカヌー等
のアクティビティ体験や地域特有の異文化体験を盛
り込んだ旅行のことです。そして、ATWSは世界の
AT関係者が一堂に会する国際会議であり、約60か
国から800名程度が参加し、現地のAT体験や商談
会、セミナーなどが行われます。
　このATWSで、特に注目を集めているのが釧根地

域です。
　釧根地域では、
釧路湿原国立公園
と阿寒摩周国立公
園の2つの国立公

園を拠点とし、カヌーやスノー
シュー、サイクリングなどの自
然体験を通して、北
海道の季節の移り変
わりを五感で楽しむ
ことができます。さ
らに、アイヌの伝統
的な社会や文化を体
験できるツアーや、国の特別天然記念物に指定され
ているタンチョウを観察することもでき、自然やア
クティビティの宝庫と言えます。
　今年度のATWSは、令和5年9月11日〜14日で開催
が予定されています。開催後は、混雑が予想されますの
で、皆様ぜひお早めに釧根地域を旅してみませんか。

▼（公社）北海道観光振興機構　AT推進部 
URL：https://visit-hokkaido.jp/adventure-travel/traveler/
TEL：011-206-6951

① ADCミュージアム

②ADCラボ

③ADCセレクション

支部だより
上川・宗谷支部（旭川市）所管／上川・宗谷総合振興局・留萌振興局管内

駐在職員／小野事務所長・渡邊主任・梅田主事

釧根支部（釧路市） 所管／釧路総合振興局・根室振興局管内
駐在職員／長谷川事務所長・髙橋主事

14 ニュースレポート中央会2023.5



岩見沢公共施設維持管理事業協同組合が 
道内で唯一の優秀賞を受賞！！
　去る、令和5年1月13日（金）に国土交通省の中央合
同庁舎にて、第6回インフラメンテナンス大賞の表
彰式が行われ、岩見沢公共施設維持管理事業協同組
合（新川勝久理事長、組合員11名）など5者の連携が、
「5次元治水対策による持続的で柔軟な地域強靱化」
というテーマで道内唯一の農林水産省優秀賞を受賞
しました。
　インフラメンテナンス大賞は、農林水産省や国土

交通省など7
省が、社会資
本の維持管理
に関する取組
促進、産業の
活性化、理念
の普及を図る

ことを目的に平成28年度から
実施されています。
　当組合は、岩見沢市内を中心
とした土木工事者及び電気工事業者で組織されてお
り、排水機場等公共財の維持管理業務及び修繕業務
の共同受注を主たる目的として組合運営を行ってい
ます。組合の共同事業は地域連携にて行われており、
今回の受賞は、当組合、岩見沢市、岩見沢市広域協定、
岩見沢地区汚泥利用組合、北海土地改良区という多
様な主体が協力しつつ、農地保全や治水対策、防災性
の向上などを進める取り組みであり、さらに雇用創
出にもつながることが評価されました。
　地域の組合事業運営を促進することで、地域に貢
献できる活動が展開できる可能性が可視化された地
域連携の好事例となっております。

民芸品の販売店舗『ポンエペレ』が 
開店2年目を迎えました！
　白老観光商業協同組合（盛悦子理事長）が運営する
店舗『ポンエペレ』（アイヌ語で「子熊」を意味します）
は、開店2年目を迎えました。店舗では手作りの民芸
品、ポーチやシャツなどを販売しています。来店客か
らの評判は非常に良く、クチコミで来店客数が増加
しています。今年3月、組合は販売力の強化を目的と
して、中央会の専門家派遣事業により講習会を開催
しました。
　講習に参加した盛理事長をはじめとする店舗ス
タッフは、田邉講師（中小企業診断士）から「レイアウト

の基礎知識」、「商品のアピール
方法」、「顧客満足度を高める方
法」などについ
て学び、2年目の
更なる集客アッ
プと売上増加に
向けて意欲を示
していました。
盛理事長は「販売知識の豊富な先生から具体的で分か
りやすい話を聞けて参考になった」と、開店2年目の店
舗運営に向けて決意を新たにしました。
　組合の店舗は、国立アイヌ民族博物館『ウポポイ』
の付近にあります。白老町にお越しの際は是非『ポン
エペレ』にお越しください。

『ポンエペレ』インスタグラム
https://www.instagram.com/accounts/
login/?next=/ponepere2022/

【取組概要】https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/ 
maintenance/03activity/pdf/06_10.pdf

胆振支部（室蘭市） 所管／胆振総合振興局管内
駐在職員／若狭事務所長・渡辺主事

空知支部（岩見沢市） 所管／空知総合振興局管内
担当／連携支援部　外川主査
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